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第１ はじめに 

原発事故が起き、放射能が原発施設外に拡散すると、周辺住民に対して極

めて広範に、かつ深刻な生命身体への危機が迫る。原発事故による周辺地域

への放射能の拡散ということ自体、本来あってはならないことであるが、い

くら事故対策を講じたところで、原発を稼働する以上、福島原発で起こった

ようないわゆる「想定外」の事態により、周辺住民に放射線被ばくの危険が

及ぶ可能性があることはもはや誰も否定できない。 

そうであるならば、原発事故が起こった場合であっても、周辺住民の迅速

な避難及び身の安全を確保できる万全の防災体制を整えることは、原発を運

営する事業者が負うべき不可避的な責務である。原子力災害対策特別措置法

第３条も、被告のような原発を運営する事業者に対し、原発事故に対して万

全の防災措置を講ずるようにすることを責務として定めている。 

これはすなわち、仮に原発事故が起きたとしても、万全な防災対策の下、

周辺住民の迅速な避難・身の安全が保障されているといえなければ、原発そ

のものが安全であるとはいえないということであり、原告が訴状でも主張し

たとおり、防災の欠陥は原発そのものの危険性であるということである。答

弁書において被告は、原告のこのような主張について争うという姿勢を示し

たが、このような被告の態度は、防災体制が整わずとも原発再稼働そのもの

には問題がないとするものであって、周辺住民の生命身体の安全を軽視した

極めて無責任な態度であると言わざるを得ない。 

防災の欠陥は、原発の危険性そのものである。ＩＡＥＡ安全基準「原子力

発電所の安全：設計」ＮＳ－Ｒ－１においても、防護レベルを５層に分け、

その最後の第５層において、発電所内外での緊急時対応計画つまり防災対策

の整備を要求している。 

しかしながら、現在我が国において想定されている防災対策には、後述の

とおり、多くの重大な欠陥がある。そして、原告が指摘する欠陥を補い、周
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辺住民の迅速な避難・身の安全を保障する防災対策をとることは現実的に不

可能である。 

したがって、被告による志賀原発の稼働の危険性は、原発防災という観点

から見ても、極めて高いといえるものである。 

 

第２ 原発防災問題の本件訴訟における重要性について 

 １ 福島第一原子力発電所事故（以下「福島原発事故」という。）発生した

危険ないし被害について 

⑴ 福島第一原発に近い双葉町、大熊町、富岡町、楢葉町、広瀬町、浪江

町では、２０パーセントを超える住民が６回以上の避難を行っていた。

これは、主に政府が３ｋｍ、１０ｋｍ、２０ｋｍと段階的に避難区域を

拡大したためであり、住民、特に高齢者・身体障害者に大きな負担をか

けることとなった（以上、甲Ｂ１－ｐ３４４以下）。 

⑵ さらに、福島原発事故発生後、原子力災害対策本部が、避難区域を原

発から同心円上に設定したものの、放射性物質による汚染は同心円上に

広がるわけではなく、実際の汚染の広がり方は、風向きなどの天候に左

右されるため、住民が一次避難をした先が、結果的に放射線量が比較的

高い場所だったことが後に判明したケースもあった。 

具体的には、浪江町は、平成２３年３月１２日、町独自の決定で、町

内の原発から２０ｋｍ圏外の津島地区への避難を決定し、双葉町も、同

日福島県からの指示により川俣町への避難を決定した。また、南相馬市

では、同年３月１５日以降に、自主避難者が飯舘村、川俣町方面に避難

した。しかし、これらの避難先はいずれも後に高い線量が確認されたこ

とから、その後計画的避難区域に指定されたものである。 

上記のように、後に警戒区域、計画的避難区域に指定された地域に避

難した住民の割合は、浪江町では約５０パーセントをはじめ、双葉町で
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は約３０パーセント、富岡町では約２５パーセントに上っている。その

他の市町村でも、避難した住民の１０〜１５パーセント程度が、結果的

に後に避難区域に指定される線量の高い地域に避難したことが明らか

となっている（以上、甲Ｂ１－ｐ３５０以下）。 

  ⑶ また、福島原発から２０ｋｍ圏内では、病院の入院患者など自力で避

難が困難な人たちが取り残された。震災直後の混乱の中、これらの病院

には行政等からも十分な支援がなされず、医療関係者が独力で入院患者

の受け入れ先を確保しなければならなくなった。通信手段もなく、十分

な情報も得られない中、安全な避難方法、受け入れ先の確保は困難を極

めた。その影響で、６５歳以上の高齢者を中心に、少なくとも６０人の

重篤患者が亡くなった（以上、甲Ｂ１-ｐ３５７以下）。 

⑷ 以上のとおり、福島原発事故においては、事故直後の混乱の中、迅速

な避難を実現することができず、住民に対して多大な身体的・精神的負

担を強いることとなったものである。  

２ 原発防災対策の欠陥と原発差止訴訟の関係 

⑴ 上記のとおり、福島原発事故においては、防災対策に欠陥があったが 

ために、近隣住民に重大な被害が生じてしまった。 

志賀原発稼働に際しても、万全の防災対策がとられていなければ、原

発事故によって近隣住民に重大な被害を負わせることになってしまう。 

⑵ すなわち、原発防災対策の欠陥は原発事故による被害の大きさに直結

し、事故による被害の大きさは原発そのものの危険性に直結するもので

ある。 

 

第３ 現行の原発防災対策の概要 

 １ 制度的枠組み 

   現行の原発防災対策の枠組みにおいて、基本的な考え方となっているの
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は、国の行政機関である原子力規制委員会作成の原子力災害対策指針（甲

Ｂ１６７、以下「防災指針」という。）である。防災指針を基にして、原子

力事業者や、原子力施設を有する都道府県ないし原子力施設周辺の市町村

がそれぞれ具体的な防災計画を策定することとなる。 

被告の志賀原発に関して言えば、被告や石川県、志賀町をはじめとする

志賀原発周辺の市町が、防災指針を基にして、具体的な防災計画を策定す

ることとなる。 

原子力事業者である被告も原発防災対策について重大な責任を負ってい

るものであるが、原発事業において防災対策が必要となる規模はあまりに

大きく、被告のみで防災対策をとることは事実上不可能であることから、

現実には、国が作成する防災指針や石川県が作成する防災計画「原子力防

災計画編」（甲Ａ１２、以下「県防災計画」という。）が具体的な防災対策

の根幹となる。 

県防災計画は、国が作成する防災指針にその内容を法的に拘束されるも

のではないが、防災指針が改正されればその都度その内容を踏襲するよう

な内容の県防災計画が作成されるのが実情である。 

また石川県は、原発事故発生時の周辺住民の具体的な避難方法に関して

避難計画要綱（甲Ａ１３、以下「県避難計画」という。）を作成している。 

以上のような原発防災対策の実態を踏まえ、本書面では、国や県の防災

対策に焦点を当てて、原発防災の問題点を指摘していく。 

 ２ 防災指針ないし県防災計画の概要 

  本書面においては、原発防災専門用語が多々登場することから、まず現行

の防災対策について専門用語の簡単な解説も踏まえて概略を説明する。なお、

専門用語の用語解説を本書面末尾に別途添付している。 

  ⑴ 現在の防災指針では、原子力施設からの距離に応じて異なる避難措置

をとることが想定されている。 
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   ア まず、原子力施設に最も近い区域はＰＡＺ（予防的防護措置を準備

する区域）と定義され、防災指針ではＰＡＺは原子力施設から概ね５

ｋｍ圏内とされている（以下、甲Ｂ１６７－ｐ４、５参照）。 

     ＰＡＺの住人は、ＥＡＬ（緊急事態区分及び緊急時活動レベル）と

いう基準に従って、避難するか否かが決まることになっている。ＥＡ

Ｌとは、原子力施設がどれほど危険な状態にあるのかを判断する指標

とされる基準のことである。たとえば、現行の県防災計画では、石川

県内で震度６弱の地震が発生した場合は、ＥＡＬでいうところの「警

戒事態」の①に該当し、その場合ＰＡＺの住人に対しては「住民避難

のための準備を開始する」ことになっている。原子炉の冷却機能がす

べて喪失する事態になった場合は、ＥＡＬでいうところの「全面緊急

事態」の⑥に該当し、その段階でＰＡＺの全住人が避難を開始するこ

とになっている。 

このように原子力施設から概ね５ｋｍ圏内のＰＡＺの住人は、原子

力施設に起こった緊急事態の危険度に応じて、具体的避難措置が決ま

ることとなっている。 

   イ ＰＡＺの外側に位置する、原子力施設から概ね３０ｋｍ圏内までの

区域は、ＵＰＺ（緊急時防護措置を準備する区域）と定義されている

（以下、甲Ｂ１６７－ｐ６、７参照）。 

     ＵＰＺの住人が避難するかどうかは、ＯＩＬ（運用上の介入レベル）

という基準によって決められるものとされている。ＯＩＬとは、空間

放射線量率や環境試料中の放射性物質の濃度等の原則計測可能な値に

基づき表される基準のことである。原発事故が起きた場合には、ＵＰ

Ｚ圏において空間放射線量が測定されることとなっており（これを緊

急時モニタリングという。）、たとえば、この測定結果が毎時２０マイ

クロシーベルトとなれば、ＯＩＬ２に該当することになり、ＵＰＺの
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住人は１週間程度内に一時移転を開始することになる。測定結果が毎

時５００マイクロシーベルトとなった場合は、ＯＩＬ１に該当し、Ｕ

ＰＺの住人は数時間内を目途に避難を開始することになる。 

     このように、ＵＰＺの住人は、実際に一定の空間放射線量が確認さ

れた時点で、ＯＩＬの基準に従って避難を開始することになる。 

   ウ また、防災指針では、ＵＰＺ圏外の地域についてもＰＰＡ（プルー

ム通過時の被ばくを避けるための防護措置を実施する地域）という定

義を設けて、特別な防災対策をとる旨の記載されているが、具体的な

防護措置は今後の検討課題とされている。 

 

（毎日新聞２０１２年１０月２５日東京朝刊記事より引用） 

 

第４ ＰＡＺにおける問題 

１ ＰＡＺでは確率的影響が考慮されていないこと 

⑴ 放射線被ばくによる確定的影響とは、一定の線量（しきい線量）を超

えたときに現れる影響のことであり、線量の増大に伴いその重篤度が大

きくなる特徴をもつものである。対して、確率的影響とは、線量の増大
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とともに発生確率が徐々に増加していくが、重篤度は線量によらないと

いう特徴をもつ。 

放射線による人体への影響は、まず分子レベルで起こるＤＮＡ損傷か

ら始まり、細胞レベルでの影響、さらには臓器・組織レベルでの影響へ

と進展していく。ＤＮＡ損傷により、細胞死や細胞変性が生じる場合が

あり、それが体細胞の場合には組織・臓器の機能障害、生殖細胞の場合

には不妊といった確定的影響が現れる可能性がある。一方で、ＤＮＡ損

傷により突然変異が生じた場合には、発がんや遺伝的影響といった確率

的影響が現れる可能性がある（甲Ｂ１６９）。 

このように、一定の線量を超えない放射線被ばくでも発がん等の確率

的影響がある以上、住民が可能な限り放射線を浴びない方が良いことは

明らかである。 

⑵ しかしながら、防災指針や県防災計画におけるＰＡＺの定義には確定

的影響を回避するためということしか明示的に考慮されておらず、確率

的影響を回避することが度外視されている（甲Ｂ１６７－ｐ３７、甲Ａ

１２－ｐ２）。 

これはすなわち、県防災計画においては確定的影響が生じる一定の線

量（しきい線量）までの被ばくを許容しているからにほかならない。 

確率的影響によっても生命身体に危機が及ぶものであり、確定的影響

しか考慮していないような防災計画をもって近隣住民の安全が守られて

いるということはできない。 

２ 県防災計画は住民の一定の被ばくを許容しているといえること 

⑴ 緊急時の初期対応区分について 

県防災計画においては、ＥＡＬの緊急事態の初期対応段階として、発

生した事態の危険度に応じて順に、警戒事態、施設敷地緊急事態、全面

緊急事態の３段階に区分する（甲Ａ１２－ｐ５）。 
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  ⑵ 全住民避難の基準において確率的影響が考慮されていない 

県防災計画では、「ＰＡＺ内においては、警戒事象発生時には、傷病者、

入院患者、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の災害時要援護

者等に係る避難の準備を行う。施設敷地緊急事態発生時には、住民の避

難の準備を行うとともに、傷病者、入院患者、高齢者、障害者、外国人、

乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者等に係る避難を行うこととし、県は

志賀町にその旨を伝達する。全面緊急事態に至った時点で、確定的影響

、、、、、

を回避するため住民等は原則として即時避難を実施する。」（甲Ａ１２ 

－ｐ７０、傍点は原告代理人が挿入）とされている。 

このように、県防災計画では、全面緊急事態という最も危険な事態に

至った時点ではじめて、確定的影響

、、、、、

を回避するための全住民の避難を開

始すると規定しているに過ぎない。 

放射線による人体への被害を回避するためには、確率的影響も考慮し、

より早い段階から避難等の防護措置を実施する必要があるところ、県防

災計画では、確率的影響への配慮が何らなされていない。 

  ⑶ 県防災計画の定める警戒事態の段階でも避難が必要であること 

県防災計画では、警戒事態に該当するＥＡＬとして、①本県において、

震度６弱以上の地震が発生した場合、②本県において、大津波警報が発

令された場合、③原子力規制庁の審議官又は原子力防災課事故対処室長

が警戒を必要と認める原子炉施設の重要な故障等、④その他原子力規制

委員長が原子力規制委員会原子力事故警戒本部の設置が必要と判断した

場合を列記する。これら①ないし④の事象が生じた場合には、警戒事態

として、体制構築や情報収集を行い、住民防護のための準備を開始する

ことになっている（甲Ａ１２－ｐ５）。 

しかしながら、原告第１３準備書面で主張したとおり、福島県内で震

度６強（福島県大熊町ほか）を計測した東北地方太平洋沖地震の際に、
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地震動に起因して福島第一原子力発電所の原子炉系配管が破損した可能

性がある。原子炉系配管が破損すると冷却材（軽水）が原子炉内部に噴

出する冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）に発展する可能性がある。 

このように地震の発生で福島原発事故のような災害が発生する危険性

がある以上、周辺住民の安全や避難自体に一定の時間がかかることを考

えれば、震度６弱以上の地震で早期に住民の避難を開始する必要がある。 

震度６弱以上の地震が発生しても、住民防護のための準備を開始する

だけでは、対応としてあまりにも遅過ぎる。 

  ⑷ 県防災計画の定める施設敷地緊急事態の段階でも避難が必要であるこ

と 

県防災計画では、「施設敷地緊急事態とは、原子力施設において公衆に

放射線による影響をもたらす可能性のある事象が生じたため、原子力施

設において緊急時に備えた防護措置の準備を開始する段階」（甲Ａ１２ 

－ｐ４）とし、この段階においては、ＰＡＺ内の住民等の避難準備及び

（避難に）より時間を必要とする住民等の避難を実施する等の防護措置

を行うと定める（甲Ａ１２－ｐ５）。 

公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある事象が生じたという

ことは、原子力施設の周辺住民が被ばくする可能性が生じたということ

である。そうであれば、住民等の避難準備をするのではなく、すぐに避

難等の防護措置を実施しなければ、放射線による人体への影響を防ぐこ

とはできない。 

  ⑸ 以上からすれば、県防災計画におけるＰＡＺの避難においては、対応

が総じて遅きに失する。これはすなわち、県防災計画は、ＰＡＺの住民

が確定的影響の生ずるような被ばくさえしなければ、確率的影響がある

程度発生する被ばくは許容しているからに他ならない。 

しかしながら、前述のとおり、放射線被ばくによる確率的影響によっ
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ても生命身体に危機が及ぶ以上、そのような防災計画で近隣住民の安全

が守られているとは到底言えない。 

また、県防災計画は一定の被ばくを許容しておきながら、具体的な被

ばく量の上限については何ら想定していない。このような計画では、確

定的影響を回避する保障さえできていないものである。 

３ 防災指針のＥＡＬでも住民の安全を守れないこと 

⑴ 県防災計画は、防災指針を基に作成されていることから、防災指針が

改正されれば、県防災計画も改正される可能性が高い。防災指針が平成

２５年９月５日に改正され、その後県防災計画は未だ改正されていない

が、防災指針の最新の改正においてはＥＡＬの規定がより詳細になった

ことから、県防災計画も防災指針に則したＥＡＬに改正されることが予

想される。 

しかしながら、改正された防災指針のＥＡＬも、住民の生命身体の安

全を保障しているとは到底いえない。 

⑵ まずそもそも、ＰＡＺの目的が放射線被ばくによる確定的影響の回避

を明示しているのみで、確率的影響への配慮は明示されていない、とい

うことには、従前と何ら変更が無い（甲Ｂ１６７－ｐ３７）。 

⑶ また、改正された防災指針においては、ＥＡＬの項目が従前のもの（改

正前の防災指針のＥＡＬは県防災計画のＥＡＬとほぼ同様のものであっ

た。）より細かく分類されており、ＥＡＬの判断については原子力規制庁

によりさらに細かい解説が制定されている（甲Ａ１２）。 

   しかし、原発防災においてＥＡＬやＰＡＺの概念が採用された本来の

目的は、緊急事態において個別の状況の予測に頼って避難の要否を判断

するのには困難が伴うことから、事前に画一的な基準を定めておいて、

有事の際に避難の要否について迅速な判断を可能とする点にあったはず

である。 
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   そのような画一的判断をするための基準について、詳細な解説を要す

るような細かい基準を用いては、有事の際に生じた具体的事態について

それがどの分類に当たるかという判断をすること自体に時間を要するこ

とになり、本末転倒である。 

   また、このような細かな基準が、有事の際の混乱の最中、有効に機能

するとは到底考えられない。 

 ⑷ 以上より、たとえ最新の防災指針のＥＡＬが今後県防災計画に反映さ

れたところで、住民の安全を守るための万全の防災対策とはいえないも

のである。 

 ４ 小括 

以上のとおり、現行の県防災計画ないし防災指針は、ＰＡＺの住民が一

定の放射線被ばくをすることを許容した内容になっており、このような防

災対策でもって住民の安全が保障されているとは到底言うことができない。 

 

第５ ＵＰＺにおける問題 

 １ ＯＩＬの基準が不十分であること 

県防災計画においては、ＯＩＬ１として、空間放射線量率毎時５００マ

イクロシーベルト（地上１メートルで計測した場合の空間放射線量率）と

定めている。ＯＩＬ１に該当した場合になってようやく、ＵＰＺの住民に

ついては数時間内を目途に区域を特定し、避難等を実施することとされて

いる（甲Ａ１２－ｐ７）。 

ところで、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）２００７年勧告の定める

平時の公衆被ばくの線量限度は年１ミリシーベルトとされている（甲Ｂ１

７０）。これを１時間当たりの空間線量率に換算すると、環境省の計算によ

れば、毎時０．２３マイクロシーベルトとなるとのことである（甲Ｂ１７

１）。 
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すなわち、毎時５００マイクロシーベルトという数値は、ＩＣＲＰ２０

０７年勧告が定める線量限度の約２１７３倍の数値であり、ＯＩＬ１の避

難実施基準となる数値はそれほど高いものである。 

このような高い空間放射線量率が計測されて初めて避難等を実施すると

いうことは、その地域の住民に対して空間放射線量が高度になるのを待た

せたうえであえてその放射線を浴びながら避難することを強いることを意

味するものであり、このような基準でもって住民を放射線被ばくの被害か

ら守っているなどとはいえない。 

 ２ 屋内退避の継続による放射線被ばくの可能性 

県防災計画によれば、ＵＰＺにおいては、防護措置の指示等が国等から

行われるまで放射線被ばくのリスクを低減しながら、待機する必要がある

ため、事態の規模、時間的な推移に応じて屋内退避を実施することが想定

される。また、ＯＩＬ１やＯＩＬ２の値を超えた場合には、避難等を実施

すべきであるが、避難等の実施が困難な場合には引き続き屋内退避を行う

ことも想定される。屋内退避する場合には、一般的に遮へい効果や建家の

気密性が比較的高いコンクリート建家への屋内退避が有効であるとされて

いる（甲Ａ１２－ｐ７０）。 

屋内退避が放射線被ばくのリスクを軽減するには有効であるとしても、

木造家屋退避よりコンクリート屋内退避がより望ましいものである。住民

が通常暮らしている木造家屋では決して気密性が高いとは言えず、放射線

被ばくのリスクは依然として高いことになる。 

県防災計画では、場合によっては長期間の屋内退避がありうることや、

コンクリート屋内退避が望ましいとしながらも、そのような事態において

住民の避難先となるコンクリート施設については何ら具体的に定めていな

い。具体的な避難先となるコンクリート施設が定められていないのは、す

べて住民を避難させられるコンクリート屋内施設がそもそも確保できない



- 14 - 

 

ことも一因である。 

いずれにせよ、このような無責任な計画によっては住民の安全は守れな

いものである。 

３ ＵＰＺのような重点的な対策をとる範囲が半径３０ｋｍでは狭すぎるこ

と 

⑴ 県防災計画によれば、ＵＰＺは、発電所から概ね３０ｋｍ以内とされ

ている。 

しかしながら、福島原発事故から約４ヶ月経過した平成２３年７月２

日時点で福島原発から３０ｋｍ以上離れた飯舘村においてセシウム１３

７が１０００ｋＢｑ/㎡以上蓄積していたことが判明している。このよう

に放射性物質は風等の影響により原子力施設から３０ｋｍ離れた地点に

まで拡散する（甲Ｂ１－ｐ３３０ 図４．１－１参照）。 

⑵ 福島原発事故当時の東電福島第一原発のとある最高幹部は、当時の状

況について以下のように述べている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「現場ではもっと広い範囲、少なくとも半径５０キロは避難してい

ると思った。なんといっても、あれだけの爆発だったんですから。

結局、避難範囲が半径３０キロ圏内と聞いたときも、『大丈夫か？』

と思ったのが正直な印象ですね。 

米政府は当時、半径５０マイル（約８０キロ）圏内の自国民に対

して避難勧告を出しました。チェルノブイリ事故では、国際原子力

機関（ＩＡＥＡ）の報告によると、旧ソ連の汚染地域は約１４万５

千平方ｋｍで、約３００キロ離れた地域でも高いレベルの汚染があ

ったことがわかっている。爆発が相次ぐ中、当時は私自身、半径３

０キロどころか、青森から関東まで住めなくなるのではないかと思

ったほどです。 
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⑶ 上記最高幹部の言葉からもわかるように、原発事故が起これば、半径３

０ｋｍを超えて、放射性物質が拡散する危険性がある。 

それを考慮すると、住民の安全を守るためには、放射性物質が拡散する

前に、拡散の可能性のある地域の住民は原発施設からより遠くへ避難する

ことが最善の策である。そのためには、ＵＰＺのような重点的防災対策を

原発施設から半径３０ｋｍ圏内に限るのではなく、より広範囲に設定すべ

きである。 

しかしながら、防災指針においてＰＰＡと定義される地域において今後

何らかの措置をとることが検討されると言及しているにとどまり、県防災

計画では、半径３０ｋｍ以遠の住民に対する具体的な防護措置は何ら規定

されていない（甲Ｂ１６７－ｐ３７、甲Ａ１２－ｐ３）。 

４ 小括 

以上のとおり、現行の県防災計画ないし防災指針は、ＵＰＺの住民が一定

の放射線被ばくをすることを許容した内容になっている等の重大な欠陥があ

り、このような防災対策でもって住民の安全が保障されているとは到底言う

ことができない。 

 

第６ 安定ヨウ素剤の問題 

１ 安定ヨウ素剤とは 

本社と政府の話し合いで決まったんだろうけど、余震の危険性など

を考えれば、最低でも半径１００キロでも不思議はなかった。最初

は広範囲にして、それから『ＳＰＥＥＤＩ（緊急時迅速放射能影響

予測システム）』の予測などをもとに狭めていけばよかったのでは

ないでしょうか。」（週刊朝日２０１１年７月２９日号より抜粋、甲

Ｂ１７２） 
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人が放射性ヨウ素を吸入し、身体に取り込むと、放射性ヨウ素は甲状腺

に選択的に集積するため、放射線の内部被ばくによる甲状腺がん等を発生

させる可能性がある。この内部被ばくに対しては、安定ヨウ素剤を予防的

に服用すれば、放射性ヨウ素の甲状腺への集積を防ぐことができるため、

甲状腺への放射線被ばくを低減する効果がある（甲Ｂ１７３－ｐ２）。 

放射性ヨウ素が吸入あるいは体内摂取される前２４時間以内又は直後に

安定ヨウ素剤を服用することにより、放射性ヨウ素の甲状腺への集積の９

０％以上を抑制することができる。また、すでに放射性ヨウ素が摂取され

た後であっても、８時間以内の服用であれば、約４０％の抑制効果が期待

できる。しかし、２４時間以降であればその効果は約７％になる（甲Ｂ１

７３－ｐ５、６）。 

このように、安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素の吸入直前に服用すればす

るほど効果が大きい。 

２ ＰＡＺの住民の服用について 

県防災計画では、県は、ＰＡＺの住民に対して、ヨウ素剤を事前配布し、

県本部長（知事）は、全面緊急事態に至り、国の原子力災害対策本部長か

ら指示があった場合は、関係市町に服用を指示し、関係市町の長は、服用

の指示があった場合、直ちに住民等に安定ヨウ素剤の服用を指示すること

になっている（甲Ａ１２－ｐ２８、ｐ８６）。 

しかしながら、ＰＡＺに住居を有する者も、外出時に常に安定ヨウ素剤

を携行しているとは限らず、人によっては一度交付されたものを紛失して

しまうことも考えられる。 

ＰＡＺの全住民に安定ヨウ素剤を事前配布したからといって、有事の際

にＰＡＺの全住民が安定ヨウ素剤を服用できる体制が整っているなどとは

いえないものであるが、県防災計画においては、ＰＡＺの住民が有事の際

に安定ヨウ素剤を持ち合わせていない場合について想定されていない。 
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３ ＰＡＺ外の住民の服用について 

⑴ 県防災計画によれば、ＰＡＺ外については、安定ヨウ素剤は地方公共

団体による備蓄等とされ、県本部長（知事）は、原子力規制委員会が安

定ヨウ素剤の服用が必要と判断し、国の原子力災害対策本部長から安定

ヨウ素剤の配布・服用の指示があった場合は、関係市町に配布・服用を

指示し、関係市町は、指示があった場合は、直ちに住民等に安定ヨウ素

剤を配布・服用を指示することとなっている（甲Ａ１２－ｐ２８、ｐ８

６）。 

 ⑵ 先述したとおり、県防災計画においてＵＰＺの住民は、屋内退避をし

た後に一定の空間放射線量が確認されてから避難を開始することになっ

ているところ、避難の際に被ばくを強いる以上は、避難民全員に安定ヨ

ウ素剤が行き渡る方法が確立されていなければならない。 

しかしながら、県防災計画においては、有事の際の配布方法について

「避難等の際に配布できるような適切な場所に備蓄する」（甲Ａ１２  

－ｐ２８）としているのみで、避難が必要な全住民への確実な配布方法

については何ら規定されていない。 

⑶ 先述のとおり事前配布においても全住民の服用を確保するには種々の

困難が伴うものであるが、事後配布においてはそもそもすべての住民に

網羅的に安定ヨウ素剤を配布する方法自体何ら確保されていない。 

４ 福島原発事故の際には迅速な服用指示がなされなかったこと 

⑴ 福島原発事故では、安定ヨウ素剤の服用をめぐって、原子力災害対策本

部及び福島県知事は、安定ヨウ素剤の服用に適当だと考えられる時間内

に服用指示を出さなかった（甲Ｂ１－ｐ４０８以下）。 

原子力安全委員会は、現地対策本部から安定ヨウ素剤投与に関する助

言を求められ、スクリーニングの実施にあたって「１万ｃｐｍを基準と

して除染及び安定ヨウ素剤の服用を実施すること」と手書きで加筆し、
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現地対策本部事務局医療班宛にファックス送信したとされるが、現地対

策本部には、それが伝わらなかった。その結果、原子力災害において最

も重要と考えられた安定ヨウ素剤による初期被ばく対策について、適切

な対応がなされなかった。 

 福島県は、国からの指示を待ち続けていた。県知事が国の指示を待た

ずとも独自の判断で服用指示を出すことは可能であったにもかかわらず、

福島県は、安定ヨウ素剤の配布・服用指示の発出に関する独自の判断権

限について全く検討をしなかった。 

⑵ 現行の防災指針や県防災計画においても、安定ヨウ素剤の服用や配布

の指示の権限は一次的には国の原子力災害対策本部長にあるものとされ

ているが、刻一刻と事態が急転していく緊急事態において、国の機関に

よる検討や指示を介在させたのでは、その手続きだけでも数時間単位の

遅れが生じることとなり、また、福島原発事故の際に起こったような情

報伝達での不手際が起こる可能性もある。 

先述のとおり、安定ヨウ素剤の効果は、服用の時機が数時間違うだけ

でその効果が劇的に変化するものであり、迅速かつ適切な時機に服用す

ることが重要である。その服用の時機を国の機関の指示にかからしめて

いたのでは、住民が安定ヨウ素剤を適切な時機に服用できるという保証

は全くできない。 

５ 一時滞在者の問題 

有事の際にＰＡＺやＵＰＺに旅行者等の一時滞在者がいた場合、一時滞

在者に安定ヨウ素剤を迅速に配布することが必要となってくるが、一時滞

在者がどこにどれだけの人数いるのかを把握するのはいくら行政機関とい

えども不可能であり、そのような一時滞在者に安定ヨウ素剤を確実に配布

するのは極めて困難である。 

そもそも、一時滞在者は安定ヨウ素剤の保管場所を通常知らない。仮に
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彼らが何らかの方法でそれを知ったとしても、彼らが安定ヨウ素剤の保管

場所に取りに来た時点で、放射性ヨウ素を吸入してから相当の時間が経っ

てしまっている可能性が高く、安定ヨウ素剤の服用効果は薄れてしまって

いる。 

先述のとおり、安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素が吸入あるいは体内摂取

される前２４時間以内又は直後に服用するのがもっとも効果的であるが、

それが８時間経過していれば、その効果は約４０％にとどまってしまう。

一時滞在者においては、それだけ甲状腺がんに罹患する可能性が高まる。 

６ ３歳未満の乳幼児の問題 

防災指針によれば、乳幼児については、安定ヨウ素剤の過剰服用に注意

し、服用量を守って投与する必要がある。（甲Ｂ１６７－ｐ５５） 

しかし、県防災計画では、乳幼児に対する安定ヨウ素剤の服用に関する

取扱いは何ら明記されていない。 

７ 安定ヨウ素剤のアレルギーの問題 

ヨウ素過敏症の人は安定ヨウ素剤を服用することでアレルギー反応を起

こし、発熱、関節痛、浮腫、蕁麻疹様皮疹が生じ、重篤になるとショック

に陥ることがある（甲Ｂ１７３－ｐ６）。 

そもそもヨウ素過敏症である人をどのように調べるのか、ヨウ素過敏症

の人に対しては避難の際にどのような対応をするのか、という点について

県防災計画には何ら具体策が盛り込まれていない。 

８ 原子力規制庁が取りまとめた解説書について 

原子力規制庁は、地方公共団体の職員等を対象に防災指針に示された安

定ヨウ素剤に係る運用についての具体的方策を示すため、解説書「安定ヨ

ウ素剤の配布・服用について（地方公共団体用）」を作成した（以下、単に

「解説書」という。甲Ｂ１７４） 

今後、石川県は、解説書を踏まえて県防災計画を改定することが予測さ
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れる。 

しかし、県防災計画が解説書と同じ内容に改定されたとしても、以下に

述べるとおり問題が多く残る。 

⑴ 一時滞在者について 

解説書によれば、一時滞在者には安定ヨウ素剤を追加的に配布して服

用させることになっている。（甲Ｂ１７４－ｐ１３以下） 

しかし、一時滞在者が安定ヨウ素剤の配布を受けるまでに時間を要す

ることを考慮すれば、安定ヨウ素剤の服用効果が薄れることに変わりは

ない。 

したがって、解説書の対応でも住民の健康被害を防ぐには不十分であ

る。 

⑵ 乳幼児について 

解説書によれば、３歳未満の乳幼児は、薬剤師等が粉末剤より調製し

た液状の安定ヨウ素剤を服用することになる。（甲Ｂ１７４－ｐ１５） 

しかし、原発事故が発生すれば、医師や薬剤師が緊急患者の対応に追

われる中、安定ヨウ素剤の調製をする医師や薬剤師をどれだけ確保でき

るのか大いに疑問である。 

また、解説書によれば、医師の到着を待つことができない場合には、

地方公共団体職員が適切な方法で配布することも妥当とするが（甲Ｂ１

７４－ｐ１２注釈）、薬剤の知識の乏しい地方公共団体職員が調製し、配

布することは、乳幼児への過剰投与等の危険がより高まる。 

加えて、３歳未満の乳幼児が避難所等へ避難する間に安定ヨウ素剤の

服用が遅れることになり、安定ヨウ素剤の服用効果が薄れることは一時

滞在者の場合と同様である。 

⑶ アレルギー問題について 

安定ヨウ素剤を事前配布行わない地域の住民や一時滞在者については、
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安定ヨウ素剤の服用前に服用不適用項目や慎重投与項目の厳密な把握を

していないため、安定ヨウ素剤を服用することによる副作用の危険性を

未然 に防止することができない。 

また、アレルギー等で安定ヨウ素剤を服用できない者が放射線被ばく

を防ぐためには、とりあえず避難するしか方法がない。そのため、安定

ヨウ素剤を服用できない者は、避難までの間や避難途中に放射性ヨウ素

を吸引 した場合には、甲状腺がん等を発症する危険性がある。 

⑷ このように県防災計画が解説書と同じ内容に改定されたとしても全住

民の健康被害を防ぐことはできない。 

９ 小括 

以上のように、現行の県防災計画ないし防災指針においては、安定ヨウ

素剤の服用により放射線被ばくが一定程度防げることが前提になっている

が、安定ヨウ素剤の配布や服用には上記のような様々な問題があり、安定

ヨウ素剤の服用により全避難民が放射線被ばくから守られているなどとい

うことはできない。 

なお、安定ヨウ素剤は、あくまで放射性ヨウ素による内部被ばくを防ぐ

のに一定の効果があるというだけであり、放射性ヨウ素以外の放射性物質

による内部被ばくや外部被ばくを防ぐ効果は全く無い（甲Ｂ１７３－ｐ２）。

したがって、放射線被ばくの危険性を総合的に見れば、安定ヨウ素剤を仮

に適切な時機に服用できたとしても、被ばくの危険性が無くなるわけでは

ない。 

 

第７ 緊急時の情報の収集等の問題 

１ ＥＡＬに関する情報の収集について 

⑴ 避難措置を選択する基準となるＥＡＬにおいては、原子炉施設に重大

な故障があったかどうかといった、原子炉施設内の事故状況が重要な指
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標となる（甲Ｂ１６７－ｐ１３以下参照）。 

  ⑵ しかしながら、地震等の複合災害の場合などを考えれば、有事の際に

は施設内部の状況を知るための機器に故障が生じることも想定され、緊

急時に原子炉施設内の状況を正確に把握できる保証がない。実際に、福

島原発事故の際にも、中央制御機能や照明、通信手段を喪失したことに

より、正確な事故情報の把握や伝達に不備が生じた（甲Ｂ１－ｐ１４２）。 

    また、原子炉施設内の状況は事業者である被告でなければ正確な状況

を知り得ないところ、原発施設そのものの事故対策が万全であるとの認

識に立っている被告において、ＥＡＬに記載されている事態に発展する

ことが明白な状態になっていたとしても、事故対策への過信や保身の発

想に引っ張られ、施設内の事故状況を楽観視して、事故情報の公表が遅

れることが容易に予見される。 

⑶ したがって、原子炉施設内部の事故状況が迅速かつ適切に把握できる

ことを前提とした避難計画が計画通りに機能することなど何ら期待でき

ない。 

２ 緊急時モニタリングについて 

⑴ 県防災計画においては、原発周辺地域の空間放射線量率等を基に定め

られているＯＩＬという基準が、避難措置決定の一つの指標になるもの

である。特にＵＰＺの地域では、ＯＩＬに該当するか否かで避難を実施

するか否かが決まることとなっていることから、事故後の空間放射線量

の測定（緊急時モニタリング）は県防災計画の下では極めて重要な作業

となる（甲Ａ１２－ｐ６以下）。 

 ⑵ しかしながら、緊急時モニタリングは原発周辺地域数十ｋｍ圏内とい

う極めて広範囲において必要となり、また、事故状況によっては、事故

後２４時間体制で長期的な観察が必要となる可能性もある。 

したがって、モニタリングを実施するにあたってはそれ相応の人員が
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必要となってくるものであるが、どのような事故が起こっても人員不足

にはならないとする確証は何らなされていない。だからこそ県防災計画

においても、必要に応じての増員要請をする旨の規定があえて設けられ

ているものである（甲Ａ１２－ｐ６４）。 

また仮に増員要請に応じて増員がなされたとしても、その分緊急時の 

対応は遅くなる。 

  ⑶ また、緊急時モニタリングは、基本的には原発周辺の各地に設置され

ているモニタリングポストの計測器のデータを集約するという方法で行

われるものであるが、地震等との複合災害時には、各地に設置されてい

るモニタリングポストの計測器が故障することも想定される。 

    そのような場合は、可搬型モニタリングポストを使用して、作業員が

実際に現地に行って計測をすることになるが（甲Ａ１２－ｐ１００）、放

射線量がまったく分からない現地に入り作業を行う作業員の安全は何ら

保障されていない。また、そのような作業が必要となる場合はよりいっ

そうの人員が必要となるが、作業員が不足する場合の人員の補充につい

ても何ら確立された対策はとられていない。 

  ⑷ また、後述の「第８ 複合災害対策の不備」においても指摘するとお

り、地震との複合災害などの場合には、道路の崩壊等により、緊急時モ

ニタリング作業に大幅な遅れが生じる可能性もある。 

 ３ 現在の防災指針や県防災計画の方法が機能するには、判断に必要となる

情報が正確・迅速に収集できることが前提になっているが、以上のとおり、

有事の際の情報の確保手段は、特に地震等との複合災害が起こった場合に

極めて脆弱であり、必要な情報が正確・迅速に収集できるという前提自体

に深刻な懸念がある。 

  

第８ 複合災害対策の不備 



- 24 - 

 

  福島原発事故以前の我が国の防災対策は総じて、複合災害に対する危機感

が極めて薄かった。すなわち、複合災害が起こる可能性は低いと高をくくり、

具体的な防災対策を考えておらず、そのことが福島原発事故の被害を拡大さ

せる一因となった（甲Ｂ１－ｐ３７６）。 

  志賀原発においても、複合災害が起きれば極めて深刻な事態となるもので

あるが、以下のとおり、複合災害に対しては何ら十分な対策が取られていな

い。 

 １ 地震との複合災害 

  地震との複合災害時に情報収集に支障が生じることは先述したとおりであ

るが、ここでは避難方法の支障について主張する。 

  ⑴ 志賀原発事故の際に避難が必要となる住民は１５万人以上とされてい

る（甲Ａ１３参考資料１）。そもそも１５万人もの住民が避難するという

こと自体、石川県能登地区の交通インフラからして実現可能性には疑義

があるものであるが、地震との複合災害により主要な幹線道路が使えな

くなれば、能登地区の交通インフラをもってして、１５万人以上の住居

民が迅速に避難できるルートを確保することは不可能といっていい。 

  ⑵ 県の避難計画においては、志賀町、穴水町、七尾市、羽咋市、宝達志

水町、かほく市の住民が避難の際にのと里山海道を利用することを想定

しているところ、その避難者数は合計１２万６０７１人である（平成２

５年１月１日時点）（甲Ａ１３参考資料１、２）。 

避難ルートはのと里山海道に限られるわけではないが、のと里山海道

は旧有料道路であり、交差点も信号もなく片側２車線の区間も多い道路

である。他方、その他の避難ルートである国道や県道はほとんどが片側

１車線で幅も狭い道路である。したがって、県避難計画においても、の

と里山海道を利用して大多数の住民が避難することが前提となっている。 

  ⑶ しかしながら、大規模地震と原発事故の複合災害が生じた場合には、
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地震によりのと里山海道が崩壊し、近隣住民の避難の際にのと里山海道

が使用できない可能性が高い。 

２００７年（平成１９年）３月２５日に起きたマグニチュード６．９

の「平成１９年能登半島地震」の際に、のと里山海道（当時の名称は、

能登有料道路）においては５０箇所以上もの道路崩壊等が生じ、のと里

山海道は４８．２ｋｍもの区間で通行止めとなった。崩壊箇所の内１１

箇所は大規模崩壊であり、のと里山海道は完全に断絶された。これらの

大規模崩壊の原因は、元々集水地形で地盤が軟弱な部分に髙盛土をして

道路を作ったために、同部分が地震の揺れに起因して崩壊した点にある

とされている（以上、甲Ｂ１７５）。 

平成１９年の地震で崩壊した箇所には復旧に際して一定の耐震補強が

なされたが、現在ののと里山海道には今なお、当時の地震の震源地から

比較的距離があったために崩壊を免れた髙盛土箇所が多々あるものであ

り、これらの地点の付近で大規模地震が起きれば、平成１９年の地震の

時と同様な理由で道路が崩壊する危険がある。 

 

写真は、平成１９年能登半島地震で崩壊した旧能登有料道路の一部である。 
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    この点について県防災計画は、複合災害の際に避難経路に何らかの支

障が生じた場合は、代替となる避難経路を確保する旨一言述べているだ

けである（甲Ａ１２－ｐ１０１）。 

しかしながら、能登地方の交通インフラの実情からして、代替経路と

して利用できるのは県避難計画にも挙げられている片側１車線の国道な

いし県道１～２本くらいであり（甲Ａ１３参考資料２）、これらの道路の

みをもって１２万人以上の住民の避難をまかなうことなど事実上不可能

である。したがって、代替となる避難経路は事実上存在しない。 

  ⑷ さらに、帰省シーズンや観光シーズンなどには、能登北部の滞在者の

数は数千人単位で増える。和倉温泉の１日当たりの総収容人数は約９０

００人であり、また、毎年ゴールデンウィークに七尾市で行われる青粕

祭には３日間で１５万人の観光客が訪れる。そのような時期に原発事故

による避難が必要になった場合には、避難の際の交通状況にはさらに深

刻な支障が生じるものである。 

  ⑸ 以上より、志賀原発における地震との複合災害の場合に、近隣住民が

迅速安全に避難できる方法は何ら確保されていない。 

２ 雪害との複合災害 

 ⑴ 石川県は、その全域が国により「豪雪地帯」に指定されおり（豪雪地

帯対策特別措置法２条１項、豪雪地帯の指定基準に関する政令参照）、１

２月から３月頃にかけては、毎日のように道路の除雪作業が必要となる

時期もある。 

 ⑵ そのような、石川県の厳しい冬の時期に原発事故が起きた場合、そも

そも避難計画実施の前提として避難経路となる道路の除雪作業をしなけ

ればならない。しかしながら、原発事故が起きて放射能漏れが懸念され

る最中に除雪作業を行う場合、除雪作業員が被ばくする危険がある。 

   また、幹線道路沿いに住んでいない住民などにおいては、自動車を出
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す場合に自らの手で除雪をしなければならない人も多数いる。ＵＰＺの

住民には放射性物質の漏えいが確認されている中で避難指示が出される

ところ、ＵＰＺの住民は放射性物質が蔓延する中で避難のために長時間

屋外で除雪作業をしなければならなくなる事態に陥る。 

   さらに、雪道の中を自動車で避難する道中においても、凍結した路面

でのスリップ事故や、タイヤが雪にとられて動けなくなるようなトラブ

ルもまま想定される。 

  ⑶ 石川県で大雪が降る時期は概ね１２月～３月までの４か月程あり、そ

の間に大規模地震が起き、それに伴い原発事故が起きるということも可

能性としては低くない。そうなれば、３重の複合災害に対応する必要が

出てくるが、そのような場合にはどのような手順でどのように対処する

のか、地震との複合災害対策だけでも人員が足りていないのに、さらに

雪害対策にあたる人員は確保できるのか、具体的な対策は県防災計画に

何一つ明記されていない。 

   そのようなことが起こる可能性は低い、などと高をくくって具体策を

考えることを放棄すれば、福島の悲劇を繰り返すことになる。 

 

第９ 重篤患者等の避難の困難性 

 １ 先述したとおり、福島原発事故の際には、病院に入院していた患者が、

６５歳以上の高齢者を中心に、少なくとも６０人も亡くなった。 

   福島第１原発から２０ｋｍ圏内には、大熊町、双葉町、浪江町、南相馬

市の５市町村に７つの病院が存在し、事故当時、これら７つの病院には約

８５０人の患者が入院しており、そのうち約４００人が人工透析や痰の吸

引を定期的に必要とするなどの重篤な症状を持つ、またはいわゆる寝たき

りの状態にある患者であった（以上、甲Ｂ１－ｐ３５７以下）。 

 ２ 福島原発事故で上記のような悲劇が起こってしまった原因について、国
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会事故調では以下のように分析されている（以下、甲Ｂ１－ｐ３５９以下）。 

⑴ 看護師などの医療スタッフが避難してしまい、医療関係者が不足した

こと 

    事故直後、断続的な水素爆発により、放射線の影響をおそれた看護師

など医療関係者が早期に病院を離脱した。このため、避難区域に残され

た入院患者に対し、看護師などの病院職員の人数が不足し、ライフライ

ンや医療物資がない中で、十分な治療や看護ができなかった。 

例えば、双葉病院では、平成２３年３月１２日から１５日にかけて第

１陣から第３陣に別れ避難したが、歩行可能な継承の入院患者を移送す

る第１陣の避難（１２日）の際に、院長１名を残して院内にいた看護師

や医師ら全員が同行し、病院には１２９名の重篤患者が残されるという

事態に陥った。避難完了までの３日間、近隣の介護老人保健施設の職員、

病院に戻ってきた医師により、治療が行われたが、医療関係者の数は多

いときで６人にとどまり、生活物資・医療物資の不足もあって、１５日

の避難完了までに４名が院内で死亡するに至っている。 

⑵ 避難区域が広範囲に及び、周辺住民も避難手段を必要としたため、交

通インフラが逼迫し、活用できる避難手段が限定されたこと 

福島原発事故においては、多数の住民に対して避難指示が発令された

ため、交通インフラが逼迫し、医療機関が活用できる避難手段は極めて

限定されることになった。 

特に、重篤患者の移送は困難を極め、身体麻痺があったり、点滴が常

時必要な患者の移送は、２０人乗りのバスを使用しても５～６人しか乗

せることができない上、身体に対する負担も大きく、バスでの移動を断

念した病院すらあったほどである。 

⑶ 避難区域が広範囲に及んだため、患者が長距離、長時間の避難を強い

られたこと 
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福島原発事故においては、住民の避難もさることながら、患者の移動

は長距離、長時間に及んでいる。 

例えば、双葉病院においては、約２３０ｋｍ以上の長距離かつ１０時

間という長時間の移動で、患者が体力を失い、死亡者が出るに至ってい

る。これは、避難先となる病院を探したものの見つけることができない

まま移動したことによるものである。 

⑷ 放射線による被害を避けるために、短期間で避難先を確保することが

求められ、十分な医療設備のない場所に一時避難してしまった病院があ

ったこと 

    避難区域内の病院は、放射性物質による被ばくを極小化させるために、

移送先の医療機関を決める余裕もなく、避難しなくてはならなかった。

そのため、医療設備のない体育館などへ一次避難せざるを得ない病院が

発生した他、さらに、一時避難先からの再移送先となる医療機関を病院

職員が独自に探さなくてはならない事態に陥った。避難を待つ間、体育

館で待機していた重篤患者に、発熱、低酸素血症など、明らかな様態の

悪化がみられた。 

３ 上記福島原発で発生した危険ないし被害は志賀原発事故の際にも発生す

る蓋然性が高いこと 

⑴ 志賀原発の３０ｋｍ圏内にも多くの病院・入院患者が存在すること 

   志賀原発の３０ｋｍ圏内に所在する病院は、少なくとも１４施設２１

９９床に及ぶ（甲Ａ１４）。これは、福島第１原発周辺の医療機関と同じ

数の医療機関及び病床が存在する。これは、福島原発事故の際に避難を

要した入院患者数の約２．５倍の数に当たる。なお、上記病床数は、病

床数２０床以上を有するいわゆる医療法上の「病院」のみの合算の数字

であり、病床数２０床以下の診療所等を含めると上記病床数はさらに増

える。 
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以上のとおり、志賀原発周辺には、福島第１原発周辺を上回る数の医

療機関及び入院患者が存在している。とすると、志賀原発で事故が発生

した場合、福島原発事故の際にも増して、入院患者の避難に困難が生じ、

それを原因とする犠牲者が発生することは容易に予想されるものである。 

⑵ 避難先・避難手段の確保における制度的な担保が欠如していること 

   上記⑴で述べたような、①福島原発事故の際に多くの入院患者に犠牲

が出たこと、②能登地区の原発設置状況及び原発周辺医療機関数・病床

数に鑑みると、入院患者、老人、身体障害者を受け入れている病院・施

設の避難計画は、①及び②を十分に考慮した上で十分な実効性が確保さ

れていなければならない。 

   しかしながら、県防災計画には原発事故時の受け入れ先に関する具体

策が何ら規定されておらず、各医療機関に自主的な避難計画策定を委ね

ている状況にあるといえる。福島原発事故の教訓からすれば、そのよう

な各医療機関の個別の対応では入院患者に重大な被害が生じることは火

を見るより明らかである。 

   現行の県防災計画においては、その周辺病院の避難先・避難手段の確

保については、制度的な担保が欠如しているものと言わざるを得ない。 

 ４ その他災害弱者の問題 

  ⑴ 志賀原発近辺の高齢者施設の入所者の安全が確保されていないこと 

ア 福島原発事故においては、事故により避難した高齢者施設の入所者

の死亡率が震災前と震災後で約２．４倍になったとの分析がなされて

いる（甲Ｂ１７６）。 

イ 高齢者施設の入所者は、避難に時間を要し、避難の決断もより迅速

になされるべきであるとの要請がある一方で、入所者は風邪などの軽

度の病気の影響によっても生命身体に重大な危険が生じる可能性があ

ることから、受け入れ先も確保されない中を拙速に外出させて避難さ
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せることは、かえって入所者を徒に危険な目に遭わせてしまうことに

なるというジレンマがある。 

  すなわち、志賀原発近辺の高齢者施設の入所者は、原発事故が起き

た場合、避難すれば外気の影響等で生命身体に危機が生じ、避難しな

ければ放射線被ばくにより生命身体に危機が生じることになり、まさ

に進退窮まる極限状態に追い込まれる。 

志賀原発近辺の高齢者施設の入所者の生命身体の安全は何ら保障さ

れておらず、また、保障できる手段がない。 

ウ ちなみに、志賀原発から最も近距離にある高齢者施設は、志賀原発

から約１．８ｋｍの場所にある、特別養護老人ホームはまなす園であ

る。はまなす園の入所者の定員数は１００人で、認知症などが進行し

介護保険が適用される高齢者が住んでいる。 

ⅰ 志賀原発から２ｋｍ圏内に位置するはまなす園においては、原発

事故が起きた場合には、事故後間もなく周囲に強度の放射線物質が

蔓延する可能性があるが、はまなす園においては要介護の高齢者１

００人の避難が必要なため、たとえ迅速な避難指示が出たとしても、

入所者が放射性物質が蔓延する前に避難を完了するということは不

可能である。したがって、はまなす園においては、有事の際にはと

りあえず施設内に屋内退避をするという選択をせざるを得ない。 

はまなす園においては、福島原発事故後に、放射線被ばくに対す

る防護効果を高める施設の改修工事などの屋内待避対策もとられて

いるようであるが、一時的な屋内退避対策だけでなく、安全に避難

するまでの具体策を講じなければ、万全の防災対策とはいえない。 

ⅱ 志賀原発から２ｋｍ圏内の距離に位置するはまます園においては、

事故状況によっては、入所者は生物が近づいてはならないレベルの

極めて強度な放射性物質が蔓延する中で長期間屋内待避を強いられ
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る可能性もある。屋内待避と言っても、外気を一切シャットアウト

するわけにはいかないため、一定量の放射性物質は少なからず施設

内に入ってくる。放射性物質を除去するフィルターも存在するが、

フィルターを設置しても放射性物質を完全に除去できるわけではな

い。志賀原発から２ｋｍ圏内の距離で強度な放射性物質が蔓延する

中で長期間屋内待避を強いられた場合に、屋内退避をしているとい

うだけで生命身体の安全を守れるという保障はない。 

ⅲ さらに、入所者の中には人工呼吸器を要する人もいるが、そのよ

うな人も含めて、長期間の屋内待避、強度の放射性物質が蔓延する

中での安全な避難の実現方法などについては、県防災計画において

何ら具体策が見えない。 

ⅳ また、入所者の安全な屋内待避のためには、はまなす園の従業員

も必然的に入所者とともに残らなければならないことになるが、原

発事故が現に起こっている状況下で、志賀原発から２ｋｍ圏内にお

いて、従業員それぞれにも家族がいる中、入所者を守るために従業

員にも屋内待避を強いるというのは極めて酷であり、また強制がで

きるものでもない。 

ⅴ はなます園の入所者は、原発事故が起きた際に、その生命身体が

危機にさらされる危険性が特に高いものである。 

  ⑵ 独居老人、施設に入居していない要介護者等に対する避難対策がなさ

れていないこと 

上記までに論じた問題は、病院等の施設に入っている患者等に限った

話であるが、県防災計画においては、自宅にて療養する患者、要介護者、

独居老人等の避難について全く具体策がとられていない。 

また、石川県能登地区に相当する存在する老老介護（高齢者が高齢者

の介護をしていること）、障老介護（障害者を持つ子が高齢者である親の



- 33 - 

 

介護をしていること）等の家庭についても、全く具体策が取られておら

ず、その避難については自助努力に委ねられているに等しい。 

これら自宅療養者等の中には、避難手段を持たないが故に避難そのも

のを諦める者が多数発生することが予想され、当然、それら避難を回避

した自宅療養者等は、高線量の放射線を浴び続けることとなる。 

 ５ 以上のように、県防災計画においては重篤患者等の避難に困難を伴う住

人に対する安全な避難措置ないし避難先が何ら確保されておらず、これで

は福島の悲劇を繰り返すことになりかねない。 

 

（北陸中日新聞２０１１年１１月７日朝刊記事より引用） 

 

第１０ 中長期的防災対策の破綻 

 １ 福島の住民は未だ故郷に帰ることができていない 

２０１１年（平成２３年）３月１１日の東日本大震災、それにともなう

福島原発事故が起きて２年半以上が経過した現在もなお、福島第１原発付

近の大熊町、双葉町の住民などは帰宅が許されておらず、復興とは程遠い

状態にある。 

   報道によれば、近時原子力規制委員会は、福島原発事故で避難してい

る住民の帰還に関し、被ばくする放射線量の許容量としてこれまで年１
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ミリシーベルト以下を基準としていたのを、年２０ミリシーベルト以下

であれば健康上に大きな問題はないとするように方針を転換しようとし

ているとのことである。これは、年１ミリシーベルト以下を基準とする

と住民が戻れる見通しが全く立たないことから、やむなく基準を引き上

げざるを得なくなったことに起因する方針転換であって、いわば事故の

収束の形式を得るための合目的的な方針転換にすぎない。 

   原子力施設労働者の白血病の労災認定基準としては、年５ミリシーベ

ルトという数値が設定されている（甲Ｂ１７７）。甲Ｂ１７７に記載され

ている０．５レムという単位をシーベルトに換算すると５ミリシーベル

トとなる。 

労災認定基準からもわかるように、低線量被ばくであっても、相応の

発病リスクがある。年２０ミリシーベルトという数値は、住民の生命身

体の安全を確保したものとはいえず、特に放射能の影響を受けやすい子

どもたちの安全は何ら確保されていない。 

 ２ 原発汚染水の処理ができない 

近時報道で大きな問題となっている原発汚染水問題は、現時点での海洋

流出の問題もさることながら、最も深刻な問題は、１日４００ｔというペ

ースで増え続ける汚染水の最終的な処分方法である（甲Ｂ１７８）。 

現在は福島原発敷地付近に大量のタンクを作って貯め続けるという暫定

的な措置が取られているが、最終的な処分方法、処分先は何ら確保されて

いない。現実的に考えられる方法としては、ある程度保管したのちに徐々

に海洋流出させていく方法以外にないが、そのような処分をした場合の原

発周辺の海洋環境、ひいては太平洋全体の環境の安全は何ら確保されてい

ない。 

 ３ このように、福島原発事故の中長期的防災対策はすでに破たんしており、

志賀原発で同様の事故が起きれば、志賀原発周辺が福島と同じ事態に陥る
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ことになる。 

 

第１１ おわりに 

 １ 以上のとおり、現在被告ないし国ないし県で想定されている原発防災対

策には重大な欠陥が多々ある。 

   原子力規制委員会自身が「大規模な原子力災害が起こった時には、いか

なる防災対策を施しても、公衆に対する一定の放射線被ばくをもたらすこ

とは避けられない事態が発生することを想定しなければならない。原子力

規制委員会が新たに提示した原子力災害対策指針も公衆の放射線被ばくを

最小限にとどめるための方策を講じつつも、最悪の場合には一定の放射線

被ばくが生じることを前提としたものである。」（甲Ｂ１７９）と述べてい

るように、現実には住人の一定の放射線被ばくを前提とした防災対策しか

できていない。 

   また、防災指針や県防災計画の計画には、情報収集や避難方法などの点

で、有事の際に住民の避難が大幅に遅れる重大な懸念が多々存在する。避

難が遅れればそれだけ住民の被ばく量は増えるものであり、このような防

災対策では、住民に放射能被ばくの確率的影響が生ずることはもちろん、

確定的影響が生ずることも十分にあり得ると言わざるを得ない。 

２ 住民の放射線被ばくの危険を回避するためには、有事の際には全員がす

ぐに逃げることが必要である。 

しかしながら原発防災においては、少なくとも原発から数十ｋｍ圏内に

住む十数万人もの住民に避難の必要が生じるものであり、交通網等の観点

からして全員の即時の迅速・安全な避難は実現不可能である。全員が一斉

に避難するとなると、特に避難の必要性が強い人の避難経路が阻害される

ことにより、かえって被害がより拡大することさえありうる（いわゆる、

シャドウエバキュエイションの考え方、甲Ｂ１－ｐ３４５参照）。 
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だからこそ、防災指針や県防災計画においては、ＰＡＺやＵＰＺなどの

複雑な定義を作って、一定の住民に即時避難をさせないことを前提として

いるものである。 

３ 以上のことから言えるのは、原発を稼働する限り、原発事故による住民

の放射線被ばくを前提としない防災対策をとることは不可能である、とい

うことである。 

   国や県その他私人が莫大なコストをかけることを強いられ、近隣住民は

被ばくを受忍させられ、その後故郷に帰る見通しも立たないような防災計

画をもって、住民の安全は確保されているなどと宣言すること自体、人道

に反している。 

   志賀原発における原発災害は、被告が原子力を利用するからこそ発生す

る「人災」である。被告の選択により発生する災害であるならば、被告も

しくは少なくとも国をはじめとする行政機関の手によってその被害を完全

に防止されなければならないものであるが、本書面で述べるとおり、何の

犠牲もなくして原発防災を完遂することはできない。 

原発事故に対する万全な防災対策を構築できないのであるならば、原子

力災害という人災から人の生命身体の安全を守るための手段はもはや、原

発の稼働は止めること以外にないものである。 

以上 
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用語解説 

ＥＡＬ（ＥＡＬ（ＥＡＬ（ＥＡＬ（Emergency Action LevelEmergency Action LevelEmergency Action LevelEmergency Action Level 緊急事態区分及び緊急時活動レベル）緊急事態区分及び緊急時活動レベル）緊急事態区分及び緊急時活動レベル）緊急事態区分及び緊急時活動レベル）    

原子力施設の緊急事態における初期対応段階を危険度に応じてあらかじめ区

分し、原子力施設がどれほど危険な状態にあるのかを判断する指標とされるも

の。 

 

ＯＩＬ（ＯＩＬ（ＯＩＬ（ＯＩＬ（Operational Interventional LevelOperational Interventional LevelOperational Interventional LevelOperational Interventional Level 運用上の介入レベル）運用上の介入レベル）運用上の介入レベル）運用上の介入レベル）    

空間放射線量率や環境試料中の放射性物質の濃度等の原則計測可能な値に基

づき表される。計測結果をＯＩＬに当てはめ、具体的にどのような防護措置を

実施するのかを判断することになる。 

 

ＰＡＺ（ＰＡＺ（ＰＡＺ（ＰＡＺ（Precautionary Action ZonePrecautionary Action ZonePrecautionary Action ZonePrecautionary Action Zone 予防的防護措置を準備する区域）予防的防護措置を準備する区域）予防的防護措置を準備する区域）予防的防護措置を準備する区域）    

放射線被ばくによる確定的影響を回避するために、ＥＡＬに応じて即時避難

を実施する等、放射性物質の環境中への放出前の段階から予防的に防護措置を

準備する区域。国の指針及び石川県の防災計画において、その範囲は概ね原子

力施設から半径５ｋｍ以内とされている。 

 

ＵＰＺ（ＵＰＺ（ＵＰＺ（ＵＰＺ（Urgent Protective Action Planning ZoneUrgent Protective Action Planning ZoneUrgent Protective Action Planning ZoneUrgent Protective Action Planning Zone 緊急時防護措置を準備する区緊急時防護措置を準備する区緊急時防護措置を準備する区緊急時防護措置を準備する区

域）域）域）域）    

ＥＡＬやＯＩＬに基づいて緊急時防護措置を準備する区域。国の指針及び石

川県の防災計画において、その範囲は概ね原子力施設から半径３０ｋｍ以内と

されている。 

 

ＰＰＡ（ＰＰＡ（ＰＰＡ（ＰＰＡ（Plume Protection Planning AreaPlume Protection Planning AreaPlume Protection Planning AreaPlume Protection Planning Area プルーム通過時の被ばくを避けるたプルーム通過時の被ばくを避けるたプルーム通過時の被ばくを避けるたプルーム通過時の被ばくを避けるた

めの防護措置を実施する地域）めの防護措置を実施する地域）めの防護措置を実施する地域）めの防護措置を実施する地域）    

ＵＰＺ外であっても、放射性プルームに起因する被ばくを避けるための防護
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措置が必要となる地域。放射性プルームとは、放射性物質が煙のように大気中

を流れる状態のことをいい、雨などで地上に降下してくると被ばくの原因とな

る。 

    

    

（放射線被ばくによる）確定的影響（放射線被ばくによる）確定的影響（放射線被ばくによる）確定的影響（放射線被ばくによる）確定的影響    

放射線被ばく量が短時間に一定の線量（しきい線量）を超えたときに現れる

人体への影響のこと。線量の増大とともにその重篤度が大きくなる。 

 

（放射線被ばくによる）確率的影響（放射線被ばくによる）確率的影響（放射線被ばくによる）確率的影響（放射線被ばくによる）確率的影響    

放射線被ばくして一定の期間を経た後にある確率で発症する人体への影響の

こと。線量の増大とともに発生確率が徐々に増加していく 
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安定ヨウ素剤安定ヨウ素剤安定ヨウ素剤安定ヨウ素剤    

自然界にあるヨウ素１２７（安定ヨウ素）を用いて作られる錠剤。甲状腺へ

の放射性ヨウ素の取り込みを抑えることができ、放射性障害の予防に用いられ

る。 

 

緊急時モニタリング緊急時モニタリング緊急時モニタリング緊急時モニタリング    

緊急時において、周辺環境の放射性物質の濃度等を測定すること。 

 

シャドウエバキュエイションシャドウエバキュエイションシャドウエバキュエイションシャドウエバキュエイション    

避難する必要性のない場所の住民が避難指示に過剰に反応した結果、避難用

の道路に渋滞が発生して、かえって避難すべき住民の避難が遅れるという問題

が発生することである。仮に、初期の段階で広範囲の避難指示を出したならば、

避難路が限られている状況下では、渋滞等の発生により、最も避難しなければ

ならない原発の近隣住民の避難が遅れるという問題が発生することが予想され

る。 


